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職障発 0331 第７号 

令和７年３月 31 日 

 

各都道府県労働局職業安定部長 殿 

 

厚生労働省職業安定局 

障 害 者 雇 用 対 策 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和７年度における障害者雇用対策関係業務に係る重点的取組について 

 

日頃より、障害者雇用対策関係業務の推進に当たり、格段の御配慮をいただき、感

謝申し上げる。 

さて、都道府県労働局（以下「労働局」という。）及び公共職業安定所（以下「安定

所」という。）における障害者雇用対策関係業務については、「障害者職業紹介業務取

扱要領」（平成２年９月 14 日付け職発第 493 号別添。最終改正令和７年３月 31 日。

以下「要領」という。）、「障害者の雇用促進のための連携体制の一層の強化について」

（令和６年３月 29 日付け職発 0329 第 38 号）等に基づき実施いただいているが、令

和７年度においては、特に下記に重点を置き、取り組んでいただくこととしたため、

その実施に遺漏なきようお願いする。 

 

記 

 

１ 事業主等に対する指導・支援  

イ 公的機関 

  （ア）教育委員会に対する指導強化 

教育委員会における令和６年６月１日時点の達成割合は 53.8％（前年

67.4％）となり、法定雇用率の引上げに伴い、達成割合が大きく低下した状

況である。率先して障害者を雇用するべき立場の公務部門における未達成の

状況は看過されるものではないため、貴職の強いリーダーシップの下、都道

府県教育委員会を中心に、達成に向けた認識を共有できるよう各機関との関

係構築を年度当初から進め、除外率の引下げや今後の法定雇用率の引上げも

含めた必要な採用数をシミュレートさせ、計画的な採用を進めるための助言

や指導の実施を徹底すること。都道府県教育委員会の任免状況通報の内容や

適正実施勧告の実施状況は本省で公表を行うことについても早期に認識さ

せること。 

また、都道府県等の教育委員会の法定雇用率の達成について、文部科学省

からも教育委員会に働きかけるよう令和７年２月３日付けで要請文（都道府

県等の教育委員会における法定雇用率の達成に向けた取組の推進について

（要請））を発出したところであり、その中で、各労働局及び安定所を通じ

て、都道府県等の教育委員会に対して障害者の新たな採用や職場定着等に関

する支援を積極的に展開していく旨記載していることから、障害者雇用の取

組に係る課題やニーズに応じた必要な支援を行うこと。なお、要請文につい

ては、別添のとおりである。 
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